（様式１）
令和　　年　　月　　日

（あて先）千葉市長　
参加申込書

　千葉市脱炭素先行地域における店舗の脱炭素化等事業の企画提案募集に応募したいので、資料を添えて申し込みます。
１　申込者
	住所（所在地）
	
	〒   －


	名称及び代表者氏名
	
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	電話番号
	
	　　　－　　　－　　　　

	担当者名
	
	

	電子メール
	
	　　　　　　　　@


　　　（該当する場合に☑）□現地見学を希望します。
（希望日時：令和　　年　　月　　日（　）　　　時～　　時）
　　（共同申請者）
	住所（所在地）
	
	〒   －


	名称及び代表者氏名
	
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	電話番号
	
	　　　－　　　－　　　　

	担当者名
	
	

	電子メール
	
	　　　　　　　　@



２　添付書類
（１）誓約書（様式２）
（２）類似業務の履行実績に関する資料
（３）財務諸表　貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書（直近で確定申告を終えた営業年度に関するもの）
	千葉市入札参加資格者名簿への登録がない場合、以下の書類を添付
・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
・納税証明書（国税・県税・市税）
・営業沿革書（事業開始から現在に至るまでの営業年数を確認するための書類）
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（様式２）
令和　　年　　月　　日　

（あて先）千葉市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　代表者印　


誓　約　書


私は、以下のいずれにも該当していないことを誓約します。


ア　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者
イ　手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者
ウ　企画提案書類の提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
エ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていない者
オ　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者
カ　千葉市内において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に違反している者
キ　千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納していない者
ク　法人税等並びに消費税及び地方消費税を完納していない者
ケ　千葉市暴力団排除条例（平成２４年千葉市条例第３６号）第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者




（様式３）
令和　　年　　月　　日
　　
（あて先）千葉市長

住　　　　所：
商号又は名称：
代表者職氏名：

質　　問　　書

件名：千葉市脱炭素先行地域における店舗の脱炭素化等事業

	質　　問　　事　　項

	















	連絡担当者

	所属
	　

	　氏名
	

	電話
	

	Email
	




※質問がない場合は質問書の提出は不要です。
送信先：ccn-repr@city.chiba.lg.jp





（様式４）
令和　　年　月　日
（あて先）千葉市長

住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名

（共同申請者）
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名


提案書

次の件について、提案書を提出します。

件名：千葉市脱炭素先行地域における店舗の脱炭素化等事業




連絡担当者
所属
氏名
電話
　E-mail

（共同申請者）
連絡担当者
所属
氏名
電話
　E-mail






※副本については、提案書の内容から法人名が判明・特定できないよう、必要な処置を講ずること。

（１）事業スキーム図
※図等を用いて本事業全体のスキームを記載すること。

























































[bookmark: _Hlk220406170]（２）対象施設及びオンサイト事業における導入設備仕様等
	店舗名
	所在地
	電力需要量
（kWh/年）
	オンサイト事業
太陽光発電設備
上段：新規導入容量
下段：想定発電量
	オンサイト事業
蓄電池設備
新規導入容量
（kWh）
	オフサイト事業からの電力供給
（○/×）
	レジリエンス強化事業の実施
（○/×）

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
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	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	
	
	
	kW
kWh
	
	
	

	合計
	―
	
	
	
	―
	―


※想定される範囲での記載とし、必要に応じて行を追加すること。
※オンサイト事業を実施しない場合は、オンサイト事業に該当する項目の記載は不要とする（以下同じ）。











（３）オフサイト事業における導入設備仕様及び想定発電量
※各施設における設備（太陽光発電設備、パワーコンディショナ及び蓄電池設備）の導入想定容量及びその考え方を記載すること。また、想定発電量も記載すること。


























（４）設備設置仕様※想定している設置位置、設置工法等について記載すること。
＜オンサイト事業＞








＜オフサイト事業＞




































（５）レジリエンス強化事業で実施する取組み


















































（６）地域貢献に資する取組み






























（７）その他の脱炭素等に資する取組み






























（８）事業実施体制図※PPA事業者、小売電気事業者等の本事業の実施に係る体制を図等で記載すること。
※オフサイト事業において交付金を活用する場合は、PPA事業者の参画が必須となる。

＜オンサイト事業＞















＜オフサイト事業＞











株式会社□□
(維持管理)
事業実施体制
需要家Ｃ
株式会社××
(EPC事業者)
需要家Ｂ
需要家Ａ
〇×電力
(小売電気事業者)
株式会社〇〇
(代表事業者)
株式会社△□
(緊急時対応)
株式会社△△
(設備施工)








※記載例








株式会社〇〇
(代表事業者)
株式会社△△
(設備施工)
〇×電力
(小売電気事業者)
需要家Ａ
需要家Ｂ
事業実施体制
株式会社××
(EPC事業者)
需要家Ｃ
株式会社□□
(維持管理)
株式会社△□
(緊急時対応)











※記載例










（９）資金調達計画・収支計画
【資金調達計画】
※事業の実施にあたり、想定している資金調達計画を記載すること。














【収支計画】
※「（２）導入設備仕様」から想定される発電量と、本事業で想定しているPPA単価を記載すること。
※想定される事業総額を記載すること。
※必要に応じて補足情報を記載すること。
＜オンサイト事業＞
年間総発電量 ：　　kWh/年
PPA単価：　　円/kWh
※自己所有とする場合は、総事業費、想定使用年数等から算出すること。
総収入：　　　円
　※年間総発電量（kWh/年）×PPA単価（円/kWh）×事業期間（年）
総事業費 ：　　円（うち交付金等活用見込額：　　　円）
　※設備導入費用及び維持管理費用を指す。

＜オフサイト事業＞
総発電量 ：　　kWh/年
PPA単価：　　円/kWh
総収入：　　　円
※年間総発電量（kWh/年）×PPA単価（円/kWh）×事業期間（年）
総事業費 ：　　円（うち交付金等活用見込額：　　　円）
※設備導入費用及び維持管理費用を指す。

















































（10）運用計画
※事業実施期間における、設備の点検計画、更新計画、故障等の非常時の対応方法等）について現時点の想定を記載すること。




























（11）実施スケジュール
※提案選定後から太陽光発電設備等の運転開始を経て、発電期間が終了するまでのスケジュールを記載すること。





























（12）オンサイトPPA、オフサイトPPAの履行実績※電力需要家の実績、発電事業者の実績を問わない。

＜オンサイトPPA＞









＜オフサイトPPA＞




















